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1. 事業目的 
 現在、西川町の関係人口戦略により移住・定住者が増加し住宅数が不足している。今後の関係人口戦略等の

事業展開を進めるためにも早急に住宅を確保する必要が生じている。 

そのため、令和５年度西川町移住定住促進事業（以下「本事業」という。）として、民間事業者（法人及び法人

のグループ）が早期な住宅整備を行い、町が移住定住者の住宅確保を実現するために行う。 

本事業の内容は、公募型プロポーザル（以下「本プロポーザル」という。）方式により民間事業者を選定するた

め、必要な事項を本実施要領により定めるものである。 

 

2. 本事業概要 
(1) 本事業概要 
① 事業名称  令和５年度西川町移住定住促進事業 
② 事業場所  西川町大字吉川２３０-１７番地（1,252㎡） 
③ 事業整備内容 
(ア) 住宅  長屋建（重層長屋タイプ、１LDK）１棟 １０戸の新築 
(イ) 入居者駐車場  １５台分 
(ウ) 外構整備  
 ※詳細は、令和５年度西川町移住定住促進事業公募型プロポーザル要求水準書による。 

④ 事務局     西川町建設水道課 ☎0237-74-4411  
⑤ 選定委員会  当プロポーザルに係る参加資格要件及び企画提案書の審査のため、若干名にて構成する。 
(2) 整備対象施設条件 
①  整備対象施設の住宅は、建築基準法及び消防法の住宅関係法令並びに要求水準書をすべて満たす住
宅を民間業者が整備する。 

②  町は、民間事業者の整備住宅を借り上げ、本町への移住定住者に転貸するのに適した建物とすること。 
※詳細は、要求水準書を確認のこと。 

③  整備対象施設の借上げ期間は３０年とする。 
④  整備対象施設の住宅は、全戸１LDK（４０㎡以上）とすると。 
⑤  整備対象施設の借上げの期間満了後、整備対象施設は町に無償譲渡すること。 
(3) 業務範囲 
① 整備対象施設の整備 
(ア) 整備対象施設の整備に係る基本設計、実施設計、敷地測量、地質調査、工事監理業務（各関係法令に
基づく各種申請及び手数料含む。以下「設計業務」という。） 

(イ) 整備対象施設の整備に係る土地造成工事、建築工事、電気設備工事、機械整備工事、外構工事（以下
「施工業務」という。） 

(ウ) 整備対象施設に係る表示登記及び保存登記業務 
② 整備対象施設の借上げ期間の維持管理（以下「維持管理業務」という。） 
(ア)  整備対象施設の維持管理に係る建築設備点検、消防設備等の保守管理業務 
(イ)  整備対象施設の維持管理に係る外構及び駐車場の管理業務 
(ウ)  整備対象施設の維持管理に係る修繕業務 
③ 契約期間満了に伴う整備対象施設の引き渡しに係る一切の業務 
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④ 上記①から③の業務を統括して「本業務」という。 
(4) 業務手法及び期間 
① 町が本事業プロポーザルを公募 
② 提案業者提出プロポーザルの評価及び最優秀提案者の選定（選定事業者） 
③ 町と選定事業者での住宅整備に係る協定等を締結 
④ 選定事業者は、自ら資金調達を行い、採用された企画提案に基づき住宅を整備 
⑤ 選定事業者の設計及び施工業務は、契約締結の日から令和６年４月３０日までとする。 
ただし、積雪により工期終了までに外構工事が困難である場合は、町と協議し指示を受けるものとする。 

⑥ 町は選定事業者が整備した住宅を借り上げ、移住定住者等へ転貸する。 
⑦ 選定事業者の維持管理業務は、整備した住宅の引き渡しの日から３０年間とする。 
⑧ ３０年を経過した整備住宅は、町に無償譲渡とする。 
(5) 上限提案価格 
整備対象施設の住宅の戸当たり月額借上料（町から事業者へ支払う金額）は、８万円以内とし、上限を超え

た提案は失格とする。 

１０年毎の戸当たりの月額借上料も明記のこと。（１１年目以降、２１年目以降）※様式参照 

(6) 要求水準 
本業務の要求する水準は、「要求水準書」による。これは、本業務を実施するための必須条件として準拠す

べき具体的な規定であり、本町が本業務に求める内容及び品質を満たすべき最低限の水準である。 

(7) 遵守すべき法令等 
 本町と本業務の実施に係る契約を締結する者（以下「受注者」という。）は、本業務の実施にあたり、関係法令

を遵守しなければならない。なお、関係法令に基づく許認可等が必要な場合は、受注者の負担により当該許

認可などを取得しなければならない。 

(8) 関係書類等 
参加表明及び企画提案は、所定書式（別添「様式集」を参照のこと。）により作成すること。提供資料は、本業

務の企画提案書等の作成のみに使用することとし、目的外の使用は行わないこと。 

① 提供資料 
(ア)  令和５年度西川町移住定住促進事業プロポーザル要求水準書（以下「要求水準書」という。） 
(イ)  令和５年度西川町移住定住促進事業プロポーザル評価要領（以下「評価要領」という。） 
(ウ)  令和５年度西川町移住定住促進事業プロポーザル様式集（以下「様式集」という。） 
(エ)  地籍図 
② 提供方法  事務局に連絡の上、事務局で収受とする。 

※平日の午前９時から午後５時まで（土曜、日曜、祝日を除く） 
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3. プロポーザルのスケジュール 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 参加資格要件 
(1) 参加者の資格要件 
資格要件は、次に掲げる①から⑨までの全ての要件を満たすものとする。 

①  地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の４（同令第１６７条の１１第１項において準用する場
合を含む）の規定に該当しないこと。 

②  西川町の令和５・６年度入札参加資格名簿に登録されており、山形県内に本社・支社等を有する企業であ
ること。ただし、当該登録をされていない場合は、参加表明書の受付期限までに登録申請をし、本町が受

理した場合は参加資格を有するものとする。（照会先：西川町建設水道課 管理係 ☎02037-74-4120） 

③  西川町建設工事等請負業者指名停止要綱（平成９年３月３１日告示第１３号）及びその他の法令の定めに
よる指名停止を受けていないこと。 

④  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は旧会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更生手続き
の開始がされていないこと。 

⑤  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立がなされていないこと。 
⑥  会社の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４条による改正前の商法
（明治３２年法律第４８号）第３８１条の規定に基づく整理開始の申し立て又は通告の事実がないこと。 

⑦  手形交換所において取引停止処分、主要取引先からの取引停止などの事実があり、経営状況が著しく不
健全であると認められる者でないこと。 

⑧  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する暴力団又は
暴力団員等でないこと。 

⑨  破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定による破産手続開始の申立てがなされて
いる者又は同法附則第２条の規定による廃止前の破産法（大正１１年法律第７１号）第１３２号若しくは第１３

３条の規定による破産の申立てがなされている者でないこと。 

 

 

 

内 容 期 日

1 公募開始 令和5年7月11日(火)

2 質疑提出期限 令和5年7月18日(火)

3 質疑回答期限 令和5年7月20日(木)

4 参加表明書提出期限 令和5年7月21日(金)

5 企画提案書提出期限 令和5年7月28日(金)

6 公募内容審査期限 令和5年8月3日(木)

7 審査結果通知期限 令和5年8月4日(金)

8 基本協定締結期限 令和5年8月4日(金)
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5. 質疑及び回答 
(1) 本プロポーザルに関する質疑 
① 質疑受付期間   「２本事業概要」のスケジュールを参照 

※時間は土、日、祝日を除いた平日の午前９時から午後５時まで 

② 質疑への回答  質疑への回答は、回答期限に一括して回答する。 
(2) 質疑の方法 

様式集の質問書（様式１）を使用し、事務局に電子メールで送信、電話にて事務局へ着信確認を行うこと。 

(3) 回答方法 
 質疑回答は、参加者に通知した後、その内容は本実施要領等の追加又は修正内容とみなす。 

 

 

6. 参加表明書 
(1) 参加表明書の作成 
本プロポーザルに参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、本実施要領「４参加資格要件」を確認し、

提出期限までに参加表明書（様式２）と付随資料（様式３、４）を作成し、様式３の添付資料（貸借対照表、損益計

算書、キャッシュフロー）いずれも３カ年分及び様式４の添付資料（納税証明書）各社ごとの写し等を併せて提出

すること。 

(2) 参加表明書の提出 
① 受付期間   「２本事業概要」のスケジュールを参照 

※受付時間は平日の午前９時から午後５時まで（土、日、祝日を除く） 

② 提出方法   持参（持参時間を予め事務局に連絡すること） 
③ 提出体裁   様式順に綴り、ステープル留とする。 
④ 提出部数   ２部 

(3) 参加表明書の審査方法 
後述する本実施要領「８審査及び最優秀提案者の決定」を参照のこと。 

 

7. 企画提案書の作成及び手続き 
(1) 提案項目     本事業に係る要求水準書及び評価要領による。 
(2) 作成及び提案の基本的条件 
① 作成の基本条件 
要求水準書に示す機能等を満たす企画提案書を作成すること。 

② 提案の基本条件 
(ア) 参加資格を満たすもの（以下「資格適合者」という。）は、機能面、価格面を総合的に検討し提案すること。 
(イ)  企画提案内容は、発注者との協議により採用しない場合がある。なお、提案が採用されなかった場合、
それを理由として事業費が増額とならないように努めること。 

③ 無効とする提案 
次のいずれかに該当する提案は無効とする。 

(ア)  資格適合者以外による提案 
(イ)  資格審査申請書類、その他の一切の書類に虚偽の記載をした提案 
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(ウ)  提出書類の記載事項が不明なもの、又は記名押印のない提案書 
(エ)  必要書類が不足している提案 
(オ)  その他、参加に関する条件に違反した提案 

(3) 企画提案書の提出 
① 受付期間   「２本事業概要」のスケジュールを参照 
           ※受付時間は平日の午前９時から午後５時まで（土、日、祝日を除く）                                 

② 提出方法   持参（持参時間を予め事務局に連絡すること） 
③ 提出部数   ９部及びPDFデータ 
④ 提出体裁   Ａ４判サイズとする（様式８はＡ３判サイズ）及び様式ごとの電子データ（CD等の電子媒体） 
(ア)  企画提案書（様式５）、価格提案書（様式６）、事業収支計画書（様式７）は綴じず、企画提案書（様式８）
に添えて提出すること。また、価格提案書の附属資料として提案価格内訳書（様式任意）を提出すること。 

(イ)  様式８はＡ３判としＡ４判の大きさに折り込むこと。左上をステープル留とすること。 
(ウ)  使用する文字のフォントは、１０．５ポイント以上（図表内の文字は制限しないが見やすさに配慮する
こと）とすること。また、図表等を適宜活用して分かりやすい表現とすること。 

(4) 資格適合者へのヒアリング 
 ヒアリングは、確認事項が生じた場合に企画提案書（様式８）で行い、「西川町移住定住促進事業者選定委

員会」（以下「選定委員会」という。）において電話やメール等で行うが、必要に応じ個別にヒアリングを実施す

る。 

 

8. 審査及び最優秀提案者の決定 
(1) 参加資格審査 
選定委員会は、参加希望者から提出される参加資格審査に関する提出書類を基に、参加希望者が参加資

格を満たしているか否かを審査する。 

(2) 企画提案審査 
① 企画提案書の提出 
資格適合者は、提出期限までに提出すること。なお、都合により提出ができない場合は、応募辞退届（様

式９）を提出すること。 

② 企画提案書の評価 
企画提案書の評価は、「９評価基準」に基づいて行う。 

(3) 最優秀提案者等の決定 
① 選定 
 選定委員会は、企画提案書の評価結果に基づき、評価点が最も高い提案者を最優秀提案者として、次に

高い提案者を次点者として選定する。 

② 決定 
 町長は、選定委員会の選定を基に、最優秀提案者及び次点者を決定する。 

③ 決定の通知 
(ア)  決定された最優秀提案者及び次点者には、その旨を書面で通知する。 
(イ)  最優秀提案者等に決定されなかった者には、選定結果の概要を付し、その旨を書面で通知する。 
(ウ)  選定結果に関する問い合わせ及び異議申し立て等は、一切受け付けないものとする。 
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④ 選定結果の公表 
 選定結果は、後日公表する。 

(4) 共通事項 
① 資料の追加要請 
提出された参加表明書及び企画提案書に関し、事務局から問合せ又は資料等の追加提出を求められる

場合がある。追加資料等を含め、提出書類は原則として返却しない。 

② 失格 
 参加者及び参加者と同一と判断される団体等が、次のいずれかに該当する場合は、失格となる場合がある。 

(ア)  本業務の参加表明書提出日（以下「基準日」とする。）から契約締結までの間に、社会的信用を失墜
されていることが明らかになった場合。 

(イ)  虚偽の内容が記入されていることが明らかになった場合。 
(ウ)  審査の公平性確保に影響を及ぼす行為があったと認められる場合。 
(エ)  その他、本要領に違反すると認められる場合。 
 

9. 評価基準 
「令和５年度西川町移住定住促進事業公募型プロポーザル評価要領」による。 

 

10. 契約 
(1) 本プロポーザル後の供給契約の締結 
① 最優秀提案者は、「２本事業概要」のスケジュールにより契約（以下「供給契約」という。）を締結する。 
② 最優秀提案者が、供給契約の締結までに資格要件を満たさなくなった場合及びその他の理由において
最優秀提案者との契約が締結できない場合は、本町は当該最優秀提案者の優先交渉権を取り消し、次点

者を優先交渉権者として契約交渉を行う。 

③ 最優秀提案者が契約の締結ができないことが明らかになった場合は、本町に対し速やかに文書（様式
任意）により、その旨を届け出ること。 

(2) 賃貸借契約の締結 
最優秀提案者は、整備対象施設の完成後、速やかに賃貸借契約を締結する。 

 

11. 業務履行 
 受注者は、企画提案書の提案事項に基づき、責任を持って確実に業務を履行すること。（本業務に不利益とな

る提案事項を認める場合は除く。）業務履行困難となった場合の措置に関する事項は、当事業のための別途契

約内容に記載のとおりとする。 

 

12. その他 
(1) 参加表明書及び企画提案書の作成に係る費用は、全て参加者の負担とする。 
(2) 提出された参加表明書及び企画提案書の取り扱い 
① 提出された参加表明書及び企画提案書は返却しない。 
②  提出された書類の著作権は、参加者に帰属する。また、提出された提案書類（電子媒体の保存データ含
む。以下同じ。）は、受注者の選定に係る公表以外に参加者に無断で使用しない。ただし、受注者の提案
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書類は、本業務内容の公表時や本町が必要と認めるときには、その全部又は一部を使用できるものとする。

なお、契約に至らなかった場合の提案書類は、本業務の選定結果の公表以外に無断で使用しない。 

③ 提出内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権及び商標権等、日本国の法令に基づいて保護される第
三者の権利の対象となっている工事材料、施行方法等を使用することにより生じる責任は、原則として参加

者が負う。 

(3) 記載内容の変更 
参加表明書及び企画提案書の提出後、原則として、それぞれの審査が終了するまでの間は、記載内容の

変更は認めない。 

(4) 本町からの資料公表 
 企画提案書作成のために本町から受領した資料は、本町の了解なく公表及び使用してはならない。 

(5) その他 
本事業は、各種許認可等が受けられない場合は中止になることがある。 


